
未来に残す東京の農地プロジェクト補助金交付要綱  

 

制定 令和５年３月 29日付４産労農振第 2824号 

改正 令和７年３月 25日付６産労農振第 2633号 

 

 

第１ 趣 旨 

東京都は、未来に残す東京の農地プロジェクト実施要綱（令和５年３月 24日付４産労農振第

2820号以下「実施要綱」という。）及び未来に残す東京の農地プロジェクト実施要領（令和５年 

３月 24日付 産労農振第 2918号以下「実施要領」という。）に基づいて行う事業に要する経費

に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、東京都補助

金等交付規則（昭和 37年東京都規則第 141号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 

 

第２ 補助対象事業及び補助率等 

１ 第１の規定により補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容及び補助率及

び補助対象経費の上限・下限については、別表に定めるとおりとする。 

２ 補助額は、１の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。 

３ 本事業においては、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）相当額は補助対象

としない。 

４ 本事業において、「総事業費」とは補助事業全体の税込の経費、「補助対象経費」とは総事

業費のうち補助対象となる経費とする。 

 

第３ 補助金の交付申請 

１ 補助金の交付を受けようとする区市町村長は、補助金交付申請書（別記様式１）を、知事

に提出しなければならない。 

２ 申請者は、１の規定による申請書を提出するに当たっては、事業費から消費税等相当額を

除いて申請するものとする。 

３ 同一地区において複数年度にわたり補助事業を実施しようとする場合は、別記様式１の別紙

２に、前年度までの事業費及び翌年度以降の事業費を記載しなければならない。また、債務負

担行為又は繰越明許費等が認められた事業である場合は、その旨を記載すること。 

 

第４ 補助金の交付決定 

１ 知事は、第３の規定に基づき申請書の提出があったときはその内容を審査し、適当と認め

る場合は、補助金の交付を決定し、別記様式２により申請者に通知する。 

２ １の場合において、知事は適正な交付を行うため必要があると認めるときは、申請事項に

つき修正を加え、又は条件を付することができる。 

 

第５ 申請の撤回 

第４の１の通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこ

れに付した条件に異議のあるときは、当該通知書受領後 14日以内に、申請の撤回をすることが

できる。 

 

第６ 事情変更による決定の取消し等 

知事は、第４の交付決定の後においても、その後の事情の変更により特別の必要が生じたと

きは、この交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの交付の決定の内容若しくはこ

れに付した条件を変更することができる。ただし、既に経過した期間に係る部分については、

この限りでない。 



 

第７ 申請事項の変更 

１ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次のいずれかに該当す

る場合は、あらかじめ補助金変更交付申請書（別記様式３）を知事に提出し、その承認を受

けなければならない。 

(1) 事業実施個所の追加及び辞退 

(2) 一地区以上において補助対象経費の増額変更及び 30％を超える減額変更 

(3) 事業実施個所の変更 

(4) 間接補助事業者の辞退、変更 

(5) 交付要綱第３の３に従い交付決定を受けた地区で、年度間で金額等を変更する場合及

び、交付決定を受けた額の繰越を行う場合。 

(6) その他知事が特に必要と認める場合 

２ 知事は、１の申請があった場合において、その内容を審査し適当と認める場合は、補助金

変更交付を決定し、別記様式４により申請者に通知する。 

３ ２により通知する場合において、知事はその申請事項に修正を加え、又は条件を付して承

認することができる。 

４ １に定める変更交付申請書と同時に実施要綱第３に定める実施計画の変更を行う場合は、

実施要領第３の４に定める実施要領別記様式２の提出を省略し、別記様式１で作成した実施

計画書を変更交付申請書に添付する。 

 

第８ 事業の中止又は廃止 

１ 補助事業者は、交付決定の後において、特別の必要が生じたことにより、補助事業を中止

又は廃止しようとするときは、補助金中止（廃止）承認申請書（別記様式５）を知事に提出

し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、１の規定に基づく申請があったときは、その内容を審査し、適当と認める場合

は、交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付の決定の内容若しくはこれに付し

た条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分につ

いては、この限りでない。 

３ 知事は、２の処分をした場合については、別記様式６により通知する。 

 

第９ 事故報告 

補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに事故報告書（別記様式７）を知事に提出し、その指示に従わなけ

ればならない。 

 

第 10 遂行状況報告 

１ 補助事業者は、補助金の交付の決定があった年度の 12月までの進捗率等について、

遂行状況報告書（別記様式８）を作成し、当該年度の１月末日までに知事に提出しな

ければならない。 

２ 知事は１に定めるもののほか、特に必要と認める場合、補助事業者から関係書類等を提出

させることができる。 

 

第 11 遂行命令等 

１ 知事は、補助事業者が提出する報告書、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 221条第

２項の規定による調査等により、補助事業がこの交付決定の内容又はこれに付した条件に従

って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、これに従って当該補助事業を遂

行すべきことを命ずる。 

２ 知事は、補助事業者が前項の規定に基づく命令に違反したときは、補助事業者に対し、当

該補助事業の一時停止を命ずることがある。 

 



第 12 実績報告 

補助事業者は、補助事業が完了したとき、又は補助事業が完了しない場合で都の会計年度が

終了したときは、補助事業の成果を記載した実績報告書（別記様式９及び別紙１から３の該当

する様式）を速やかに知事に提出しなければならない。第８の規定により事業を廃止した場合

も同様とする。 

 

第 13 補助金の額の確定 

知事は、第 12の規定による実績報告を受けた場合において、実績報告書の審査及び必要に応

じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、別記様式 10（第

16の３の規定に該当するときは、額の確定及び返還命令を）により補助事業者に通知する。 

 

第 14 是正措置 

知事は、第13の規定による調査等の結果、当該補助事業の成果がこの交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対しこれに適合させるための処置を

とることを命ずることができる。 

 

第 15 補助金の支払及び請求 

１ 知事は、第 13の規定により交付すべき補助金の額を確定したのち、補助金を支払うものと

する。ただし、必要があると認められる経費について、概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、１の規定により補助金の請求をしようとするときは、別記様式 11による補

助金請求書(概算払による場合は、別記様式 12による補助金概算払請求書)を知事に提出しな

ければならない。 

３ 概算払いにより補助事業者が補助金を受領したときは、受領した補助金の額にこれに対応

する補助事業者負担を加え、遅滞なく間接補助事業者に支出しなければならない。 

４ 補助事業者は、補助金の概算払を受けた場合において、第 13の規定による補助金の額の確

定通知を受領したときは、概算払精算書（別記様式 13）を知事に提出し、速やかに補助金を

精算しなければならない。 

 

第 16 決定の取消し 

１ 知事は、補助事業者が次のいずれかに該当した場合は、補助事業者に対して補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消す（第17の１の規定に該当するときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すこと及び返還を命ずる）ことができる。 

 (1) 偽りその他不正の手段により補助金又は間接補助金の交付の決定を受けたとき。 

 (2) 補助金又は間接補助金を他の用途に使用したとき。 

 (3) その他補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件、その他法令若しくは補助金の交

付の決定に基づく命令に違反したとき。 

２ １の規定は、第13の規定により交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があ

るものとする。 

３ １の処分をした場合については、別記様式14により通知する。 

 

第 17 補助金の返還 

１ 知事は第８の２又は第 16の１の規定により交付の決定を取り消した場合におい

て、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助金が交付されて

いるときは期限を定めて、その返還を命ずる。 

２ 知事は、第 13の規定により補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずる。 

 

第 18 違約加算金及び延滞金 

１ 知事が、第 17の１の規定により補助金の返還を命じたときは、補助事業者は、当該命令に



係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付し

た場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額。）につき年 10.95％の割合

（年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。）で計算

した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

２ 補助事業者に対し、補助金の返還を命じた場合において、補助事業者がこれを納期日まで

に納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につ

き、年 10.95%の割合で計算した延滞金（100円未満の場合は除く。）を納付させなければなら

ない。 

 

第 19 違約加算金の計算 

１ 補助金が２回以上に分けて交付されている場合における第 18の１の規定の適用について

は、返還を命じた額に相当する補助金は最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命

じた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さ

かのぼり、それぞれ受領の日において受領したものとする。 

２ 第 18の１の規定により、違約加算金の納付を命じた場合において、補助事業者の納付した

金額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた補

助金の額に充てるものとする。 

 

第 20 延滞金の計算 

第 18の２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金の未納付額

の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となる

べき未納付額は、その納付金を控除した額によるものとする。 

 

第 21 他の補助金等の一時停止等 

知事は、補助事業者に対し補助金の返還を命じ、補助事業者が当該補助金、違約加算金又は

延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、補助事業者に対して、同種の事務又は事業

について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は

当該補助金と未納付額とを相殺するものとする。 

 

第 22 財産処分の制限 

１ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産を事業終了後においても

善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的にしたがって効率的運

営を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制限期間を経過

しない場合においては、以下に定めるとおり、管理保管しなければならない。 

(1) 農地創出型及び農地再生型においては別記様式 15の整備台帳及びその他関係書類を、

整備翌年度から 8年間 

(2) (1)以外の支援型においては別記様式 16の財産管理台帳及びその他関係書類を、減価償

却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号。以下「大蔵省令」とい

う。）に定められた処分制限期間 

３ 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用が増加した財産を、補助金交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、別記様式 17に

よりあらかじめ知事に申請し、その承認を受けなければならない。ただし、大蔵省令に定め

られている耐用年数を経過した場合及び５に定める内容においては、この限りではない。 

４ 知事は、３の規定により、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとしたとき

に、収入のあったときは、当該収入の全部又は一部に相当する額を補助事業者に納付させる

よう命ずることがある。 

５ 補助事業者及び、間接補助事業者において以下の内容に記載がある内容でやむを得ないと

認められる場合は４に定める納付を免除することがある。 

① 災害等のやむを得ない事情があると都が認めた場合 



② 実施要領別紙２の第２の１に基づく整備を実施した場合で、農地所有者の死亡による貸

借の解除が行われる場合 

 

第 23 関係書類帳簿の整理保管 

補助事業者は、補助事業に係る収入、支出を記載した帳簿、その他の関係書類を当該補助事

業完了の日に属する会計年度終了後５年間整理保管しなければならない。 

 

第 24 間接補助金交付の際付すべき条件 

１ 補助事業者は間接補助事業者（補助事業者から交付の決定を受けるもの）に対し、間接補

助金を交付するときは知事が補助金の交付について付した条件に準ずる条件を付さなければ

ならない。 

２ 間接補助事業者は交付要綱及び都未来に残す東京の農地プロジェクト実施要綱（令和５年 

３月 24日付４産労農振第 2820号以下「実施要綱」という。）、未来に残す東京の農地プロジ

ェクト実施要領（令和５年３月 24日付４産労農振第 2918号以下「実施要領」という。）、未

来に残す東京の農地プロジェクトの運用について（令和５年３月 28日付４産労農振第 2945

号）に従わなければならない。 

３ 補助事業者は、間接補助事業者が間接補助事業により取得し、または効用の増加した財産

について、その実態を十分把握することに努め、当該財産が適正に管理運営されるように指

導しなければならない。 

４ 間接補助事業者が間接補助事業により取得し、または効用の増加した財産について、大蔵

省令に定められている耐用年数を経過した財産を除き、補助事業者の承認を受けないで、補

助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に供してはならな

い。 

５ 前項による補助事業者の承認に際し、承認に係る取得財産等の残存価値相当額または処分

により得られた収入の全部又は一部を補助事業者に納付させる事がある。 

６ 補助事業者は、４の規定により間接事業者に対し承認しようとする場合は、あらかじめ知

事の承認を受けてから承認を与えなければならない。 

７ 補助事業者は、５の規定により間接補助事業者から補助金の返還又は、返納を受けた場合

は、当該補助金の都費相当額を都に返還しなければならない。 

 

  



別表（第２関係） 

支
援
内
容 

補 助 事 業 の 内 容 補助率及び補助対象経費、備考 

１ 

農
地
創
出
型 

農地や農的空間としての利用を目的として、現況非農地を整地・整

備し、農地等の面積を増加させる整備に必要な次のもの 

(1) 建物等解体処分の一部 

(2) 除礫、深耕、客土、土壌改良 

(3) その他農地利用に必要な整備等 

補助率は補助対象経費の３分の２以内 

２ 

農
地
再
生
型 

貸借や購入等した遊休農地又は条件が悪く貸借が進まない農地を再

生利用するための整備や、後継者の就農等に伴う作目転換を促進する

ための整備に必要な次のもの 

(1) 樹木等の障害物除去、処分 

(2) 除礫、深耕、客土、土壌改良 

(3) その他農地利用に必要な整備等 

補助率は補助対象経費の３分の２以内 

（認定新規就農者は４分の３以内） 

３ 

生
活
環
境
型 

地域や環境に配慮した基盤整備として次のもの 

(1) 散策路、遊歩道、農業用水路の親水化等の整備 

(2) 農薬飛散防止施設の整備 

(3) 土砂流出防止施設（土留め、擁壁等）、防塵施設の整備 

(4) 簡易直売所の整備 

(5) 市民農園、体験農園等の整備 

(6) その他必要なもの 

補助率は補助対象経費の４分の３以内 

 

補助対象経費の下限は実施設計を除

き、1案件あたり500千円とする 

 

４ 

防
災
安
全
型 

防災機能を強化するための整備として次のもの 

(1) 防災兼用農業用井戸の整備 

(停電時に必要な非常用発電装置,周知用看板も含む。) 

(2) 太陽光発電による非常用電源の整備 

(3) その他必要なもの 

５ 

公
的
利
用
型 

区市町村の所有地で整備する次のもの 

(1) 市民農園 

(2) 農業公園 

(3) 農福連携農園 

(4) 福祉、教育等の機能発揮のための農園 

(5) その他必要なもの 

補助率は補助対象経費の４分の３

以内 

１～４とは別枠として、1案件あた

り補助金100,000千円を上限とする 

補助対象経費の下限は実施設計を除

き、1案件あたり500千円とする 

６ 

推
進
支
援
型 

調査設計や農地保全の理解促進等、農地の保全に必要な次の経費 

(1) １～５を実施するのに必要な基本調査等 

(2) 農地保全のＰＲに必要な広報活動 

(3) 農地防災マップの作成 

(4) 体験農園開設に必要なＰＲ資料作成等 

(5) 農地創出型実施に伴う地積測量図作成費用 

(6) その他必要なもの 

補助率は補助対象経費の２分の１

以内 

 

 

 



附 則 （令和５年３月24日付４産労農振第2824号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 （令和６年３月26日付５産労農振第2731号） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 （令和７年３月25日付６産労農振第2633号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


